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【論 文 要 旨 】
Generallyspeaking,inthehistoricalcostaccounting,manyfinancialstatementitemsarerecog-
nizedandmeasuredbasedonacquisitioncost.Therefore,inthehistoricalcostaccounting,intangi-
bleassetsthathavenoacquisitioncosthaveneverbeenrecognized.Someintangibleassetsmayfail
thecontrolcriterion.Inaddition,thereisnomarketforthem.Thesefactorscausedunrecognizedin・
tangibles.
Measurementisthebigquestionthatfrustratemanyattempttoincorporateintangibleassetsin
financialstatements.Costapproachandincomeapproachareavailableforintangibleassets.Con-
sideringtheintangible'snature,incomeapproachthatbasedondiscountedcashflowisbetter
methodformeasurement.Forimprovinginformationusefulness,notonlysinglemeasurementap・
proachthatbasedoncost,butalsomultiplemeasurementapproachincludingfairvaluemustbecon-
sidertoapPly.
Fromtheasset-liabilityapproachperspective,incomeconcepthasaskedforchange.NowFASB
andIASBaredevelopingthefairvaluemeasurementproject.Accountingsystemthatbasedonfair
valuemeasurementmayprovideusanyhintssolvingtheproblemsaboutunrecognizedintangibleas-
sets.
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1.は じめ に
近年,企 業の価値創出要因 として無形資産への関心が高まっている。2004年1月には経済産業
省から 「知的財産情報開示指針」が公表され,政府 も無形資産の開示に対 して積極的な取組みの姿
i勢を示している。そこで本稿では,無 形資産のうちとりわけ未認識の無形資産の財務報告に関する
問題点について考察を行うことにする。貸借対照表の役割が重視されるなか,無形資産の認識は十
分な状況にあるとは言い難い。その原因の一つとして,現 在まで有用 とされてきた支出額に基づ く
認識 ・測定方法の限界があると思われる。すなわち,取 得原価主義によれば支出額のない内部創設
無形資産を認識することは困難となっている。また,認 識の問題に関 しては,概 念フレームワーク
の資産の認識要件 との適合性について言及する。
認識問題 と平行して無形資産に関しては,測 定が問題 となっている。無形資産については,い く
つかの測定方法が考えられているが,会計上の測定属性 としていかなる方法が適切であるか検討を
行う。また,従来,取 得原価を基礎とし統一的な測定属性をもって算定されてきた利益は,測 定属
性の変化に伴いどのような変質が迫られることになるかが問題 となる。仮に公正価値をもって測定
を行うならば,そ れに対 してはいかなる利益概念が整合的であるのか。ストックの変化に対応し,
フロー としての損益計算書,と りわけそのボ トムラインとしての利益はどの ような変質が迫 られる
のか包括利益概念 と合わせて検討を行 うことを課題 とする。
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2.情 報有用性と無形資産の認識
(1)取得原価主義と無形資産
無形資産 の認識に関する問題点について計算構造 の観点から考察することにしよう。そもそも現
在の会計システムは,支 出額に基づ く測定属性,す なわち取得原価主義によるものと一般的には考
えられてい る。当該会計システムにおいては,支 払対価に基づきすべての資産 ・負債が認識されて
いる。適正 な期間損益の算定を中心 とするフロー中心の会計構造においては,経 営者に対 して利益
数値がボ トムラインとして最も重要な意味を有し,受託責任の遂行の観点からも有効に機能してい
た。そしてまた同時に,利 益を実現主義によって認識することにより貨幣額による裏付けを得 るこ
とにより分配可能利益の算定の点でも取得原価主義は有用性を発揮 していたのである。資産 ・負債
を取得原価 で測定 し,収益を実現主義によって認識するという会計構造は,配分原理を背景に理論
的 にも実務 的にも非常に高い説得性を有して浸透し広 く承認を得た構造 となっていたのである。
そ もそ も資産を原価 として捉 える考え方は,PatonandLittleton[1940コにおいて確立された。
それによる と財務会計の目的は期間損益の算定におかれ,期 間損益決定のプロセスを 「原価 と収益
の対応」 に よって捉えたのである。すなわち,発 生 した原価をいかに収益 と対応させるか,そ し
て,発 生 した原価をいかに現在 と将来に分割すべきか という,原価配分に焦点をあて計算構造を構
築するもの であった。 この計算思考によれば,事 業過程において 「売上原価」または 「費用」 とし
て適切に扱 われる段階まで到達 していないものが 「資産」 と呼ばれ,貸 借対照表に計上されること
になる。換言すれば 「資産」は,将来,原 価または費用 として収益に対応せしめ られることをまっ
ている 「待機中の,収 益に対する借記項 目」である。そのため,こ こでは 「原価」が会計の基礎デ
ータ として位置付けを得たのである(Paton&Littleton[1940]p.25,p.67)。よって,こ の計算構
造においては,「原価」は非常に重要な概念であった。
取得原価 主義会計は無形資産の認識についても適用される。つま り,無形資産は,有償で取得し
た場合にその対価をもって取得原価 とすると規定されている(「企業会計原則」第三の五のE)。取
得原価がな い場合,す なわち営業権以外の無形固定資産を無償で取得 した場合には,「公正な評価
額 を付す」(「企業会計原則」第三の五のF)と されているわけであるが,こ こで公正な評価額は何
か という問題が生じる。
無形資産 を内部創設 した場合について考えてみると,多 くの項 目は,何 らかの経済的便益をもっ
て企業内に存在 し,利益獲得に貢献していると考えられる。しかし,当該資産については,取 引価
額が存在 しないためにオフバランス化されている状況 となっている。同様に取引価格が存在 しない
ケース として,有形固定資産の自家建設や受贈の場合が考えられる。有形固定資産の 自家建設の場
合,適 正な原価計算基準にしたがってその製造原価を計算し原価が決定される。また,固 定資産を
無償で取得 した場合についても評価額の決定が問題 となるわけであるが,そ の場合には,公正な評
価によるこ ととされている(「企業会計原則」(第三の五のF)及 び 「連続意見書第三」)。しかし,
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ここでは公正な評価額についてこれ以上言及されておらず,公 正な評価額が何を意味するのかは定
かではない。
しかし,いずれの場合においても取得原価に代わる何 らかの価額をもって測定すべ きことが規定
されているわけである。取得原価主義による場合,客 観性 ・検証可能性の点で非常に有効であって
も,その反面,取 引が存在しない場合にはゼ ロ評価 となるとい う問題は回避 しようがない弱点 とな
る。
原価を基礎におき配分思考から期間損益計算 を主 目的 とする従来の会計観により作成 された基準
では,無形資産の測定属性に関して公正な評価額 について立ち入った説明を行ってはいない。 これ
は,基 準の背景 となる会計思考があくまでフロー中心 に確立されているためやむを得ないことであ
ろう。現在のように会計の情報提供機能の側面 が重視 され,貸 借対照表を中心とす る観点が生 じて
きたのは比較的最近のことである。会計の情報 提供機能を重視する傾向の高まりは,一 方で取得原
価主義会計の限界を顕在化させるものでもあった。
(2)無形資産と支配概念
資産の計上にあたっては,ま ず,認 識要件 を満たす必要がある。FASB概念フレームワークで
は,資 産の認識要件 として,定 義,測 定可能性,目 的適合性,信 頼性の4つ の要件が示 されてい
るが(SFAC5,para.63),ここでは無形 資産 の特質に着 目し無形資産の認識に関する問題点,と
りわけ認識がいかなる理由から困難であるかを検討す る。 しかし,オ ンバランス化 が困難なことば
かりを指摘 しても何 ら問題解決にはならない。 ここではあ くまで もオンバランス化のための糸口を
見つける目的から現行上,認 識の障害 となっているいくつかの要因について取 り上げることにする。
まず,資 産の定義 との適合性 について検討 する。FASB概念フレームワーク第6号 では,資 産
を 「過去の取引または事象の結果として,あ る特定の実体により取得 または支配されている,発生
の可能性の高い将来の経済的便益」 と定義付 けている(SFAC6,para.25)。さらに,支 配 とは,
特定の実体がその経済的便益を獲得することができ,そ の便益に他の実体が接近するのをコン トロ
ールすることができることをいう(SFAC6,para.26)。無形資産が将来キ ャッシュ ・フローを生
み出す経済的便益を有 している点については,異 論はないであろう1。ここでは,無 形資産の認識
に関して支配概念との関係が問題 となる。
たとえば,特 許権や取引特約のように法的 に保護されているものについては,支配を確認するこ
とは比較的容易になる。しかし,教育,訓 練のための投資を行った優秀な従業員は,雇 用先を代え
てしまえば,企 業は経済的便益を得ることはで きず,他 者が これらの便益を享受す ることになる。
さらに,顧客 との良好な関係についても,法 的な保護 がない限 り支配することは困難であるといえ
1ただし,研究開発資産などについては,そ の効果 の発生の不確実性が問題 となることから発生時に即時費用
化 されている状況にある。無形資産に関しては,発 現の効果についても見当する必要があるが,こ の点に関
しては別の機会に検討する。
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る(FASBス ペ シャル レポー ト,PP.70-73)。
Lev(Lev[2001]p.18)は,無形資産の この ような特質を 「部分的な排除性」(partialexcluda-
bility)と呼び,支 配の 困難性 を指摘 してい る。 すなわち,有 形 資産及び金融 資産で あれば,こ れ
らの資産 からもた らされる便益 を独 占的に享 受す ることが可能であ るが,無 形資産の場合 には,そ
うとは限 らな いの であ る。
しかし,仮 に資産の認識 を取 り巻 く境 界線 とな ってい る支配の要件を排除 した場合,第 一 に,測
定 を2回 行 うリスクが生 じるこ とになる(FASBス ペ シ ャル レポー ト,pp.74-75)。た とえば,飛
行機 のコス トもし くは公正価値 は,空 港 内の荷物 用台車の コス トも しくは公正価値 とは分離 された
ものであ る。 しか し,航 空路線 に関 しては,航 空 の従業員の公正価値 と顧客満足 は互 いに依存 して
いる ものであ り,両 者 をいかに分離 するかが問題にな る。 また,第 二の問題点 として,支 配要件 を
除外 し,資 産の範囲 を拡大 する と,貨 幣的測定単位に よって統一 されて いる市場 を混乱 させ るこ と
にな ると指摘 される(FASBス ペシ ャル レポ ー ト,pp.74-75)。これ らの こ とか ら,無 形資産の認
識 は定義 におけ る支配概念 に抵触 す る問題 を有 してい ると考 えられ る。
(3)信頼性と目的適合性
無形資産の認識要件に関して,次 に問題 となるのが信頼性である。信頼性とは,「当該情報が表
現上忠実であり,検証可能かつ中立であること」 と定義される(SFAC5,para.63)。これは無形
資産の測定可能性にも関係する問題であるが,無 形資産が取得原価によらない場合には,当該受入
資産の 「公正な市価」で測定されることになる。しかし,無形資産の場合には市場価値が存在 しな
いため測定が困難なものになっている。
資産の認識についてみてみると,市場の存在は,測 定の信頼性の保証 という点で非常に重要な役
割を果た していると言える。たとえば,一部の金融商品については,市 場の存在を背景 として必ず
しも実際の売買によらずとも,実現が確実であ り,市場価格が当該資産の価値 と等 しくなることか
ら期末の市場価格によって評価替えが行なわれている。しかし,無形資産には金融商品にみられる
ような一般的な市場は存在 していない。無形資産については,市 場が存在 しているケースはまれで
あり,第三者間取引がそれほど活発ではない。
さらに,市場の存在は,資産の認識要件である信頼性を保証するうえで重要な要素 として機能 し
ている。たとえば,イ ギリスの財務報告基準第10号「暖簾 と無形資産」(以下,FRS10と呼ぶ)で
は,無形資産の計上要件の一つに市場の存在が関係 している。すなわち,「容易に確かめ られる市
場価値」の要件,(a)当該資産は,す べての重要な点で同等である資産の同質の母集団に属し,かつ,
(b)頻繁な取引によって立証されている活発な市場が,当 該母集団のために存在する(par.2)とい
う2要件が必要 とされているのである。 この要件により,「模倣できない独 自性」をもつ,自 己創
設の 「ブラン ド」,「出版タイ トル」,「特許取得済薬品」及び 「工学意匠権」などは,要件をクリア
できないため資産 として計上できないことになっているのである。これについて白石は,「自己創
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設無形資産の資産計上を排除する規定のようにも見受けられる」 と述べている(白石[1997]p.
110,p.112)。
さらに,白 石(白石[1997]pp.113-114)は,イギリスの無形資産に関する基準の変遷を捉え,
市場価格の有無が認識 される無形資産の幅を狭めていることを次のように指摘 している。すなわち,
FRS10の基準化以前には,新 聞 ・出版業界では,「自己創設新聞タイトル」及び 「自己創設出版権」
などを,「見積実現可能価額」(新聞タイ トルや出版権が売却されるとすれば,実 現可能 と見積られ
る総額)ま たは 「公開市場価値」(特定の新聞タイトルの公開市場価値を決定するために独立 した
評価を外部の専門家に委託)に 基づき時価評価(再評価)し,資 産計上することはそれほど珍しい
ことではなかった。だが,FRS10の基準化によって,現在では,「自己創設ブラン ド」,「自己創設
出版タイトル」,「自己創設新聞タイトル」及び 「自己創設出版権」な どには 「容易に確かめられる
市場価値」が存在 しない と考え られるため,資 産計上で きな くなっていると述べる。その結果,
FRS10の基準化以降,資 産計上できる自己創設無形資産は極端に少なくなっているのである。
このように多 くの無形資産がオフバランス化されている状況からすれば,財 務諸表は意思決定に
どのような有用性をもた らしているのかという疑問を抱 くことになる。すなわち,情報有用性の観
点からは,い かなる情報が開示されるべ きなのかという提供される情報の特質が問われることにな
る。周知のようにFASB概念フレームワークは,財務諸表利用者 に対 し有用な情報を提供するこ
とを最上位の目標として定めている。そして,提供される情報が備えるべき特質 として 目的適合性
と信頼性が挙げ られている(SFAC2,para.32)。この目的適合性 と信頼性は,相 互に トレー ドオ
フの関係にあることから無形資産の認識 ・測定に際して問題をより複雑化させている。
仮に目的適合性を高めるため,将 来キャヅシュ・フローを利用 した数値を利用 しようとするな ら
ば,割 引計算を行う仮定で予測や仮定が多分に介入することは避けられない。そのため,一 般的に
信頼性が低下すると解されている。それにもかかわらず,そ のような測定尺度を適用した項 目を財
務諸表に含めるようになった背後には,信 頼性の低下を補って余 りあるほどの目的適合性の向上が
期待できるという先験的な判断が存在するにちがいない(桜 井[2003]p.29)。た とえば,リ ース
会計では,割 引現在価値の採用による信頼性の低下のデメリットと,オンバランス化されるメリッ
トが比較考量される。また,退 職給付会計においても,決算 日における全従業員の仮定的退職を前
提に算定された固い金額より,遠い将来のキャッシュ ・フロー予測を基礎 とした信頼性に不安が残
る数値の方 に,多 くの関係者が目的適合性の優位を認めた結果であるとされる(桜 井[2003]p.
29)。
現在オフバランス化されている無形資産に関する市場からの情報要求が高まり,意思決定のため
の必須の情報 となっていることは多 くめ実証研究によって証明されているところである。それゆ
え,無形資産の目的適合性は非常に高いものとなっている。 しかし,一方で,無形資産の認識 ・測
定に関して十分な信頼性が確保できないの も事実である。これは前述 した,支配概念や市場の欠如
といった特質によって表されている。 目的適合性を重視し多 くの項 目をオソバランス化 しようとす
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れば,支 配要件や市場の欠如 による測定の問題を緩和 しなければならないため情報の信頼性の低下
を受け入れざるを得ない。反対に高い信頼性を保持しようとすればするほどオソバランス化される
無形資産項 目は減少 し,目的 適合性は低下せざるを得ないことになる。 目的適合性 と信頼性のバラ
ンスをうまく保つことが無形 資産の認識及び測定の鍵 となる。
そのため,オ フバ ランス化 されている無形資産をオンバランス化していくためには,目 的適合性
と信頼性の両者のバランスを考慮 しつつ認識要件のハー ドルを低めるような見直 しが必要になるで
あろう。 さりとて,無 秩序に資産の計上を認めてしまっては貸借対照表その ものの役割が失われか
ねない。無形資産項 目の重要 性に関する認識が増大するなかで未認識の無形資産の財務諸表本体に
おける開示を促進するためには現在の産業構造や経営活動に即 した認識要件を設定することが必須
の課題となるだろう。
3.無 形資産の測定
(1)無形固定資産の特質とコス ト・ベースの測定の問題点
次に,無形資産の測定につ いて検討することにする。資産を取得するために支払 ったコス ト(犠
牲)を もって当該資産の原価 とする方法をコス ト・ベースの測定 と考えることにする。これは一般
に,コス ト・アプローチ として知 られているものである。その場合,取 得原価もコス ト・ベースの
測定の一つ と考 えられる。また,当該資産を再調達 した場合に支出される価額をもって測定属性 と
する再調達原価 もコス ト・ベ ースの測定属性 と位置付けることができる。
コス ト・アプローチは,取 得原価主義会計 と整合性を有 しているという点で最も受け入れ られや
すい測定属性であ り,支 出額 を使用する点で客観性を有 している点が最大の長所となっている。た
とえば,研 究開発プロジェク トや ソフ トウェアの測定,顧 客名簿などについては,コ ス ト・アプロ
ーチを適用する可能性が指摘 されている。 しかし,結論から言えば,無 形資産の測定においてコス
ト ・ベースの測定属性は,一 概には有用 と言 えない状況にある。無形資産の特質を考慮すれば以下
のような理由が指摘で きる。
第一に,無 形資産の場合,コ ス トとそこから生み出される価値 との間に乖離がみられるため支出
額に意味はない点が指摘でき る。た とえば,自 己創設ブラン ドの資産計上のケースを考 えてみよ
う。当該ケースにおいては,「大量のコス トを投入したにもかかわらず,市 場から撤退したブラン
ドに高い価値が付され,一 方,マ ネジメン トに優れ,競 争力もあり,限 られた資源の中で効率的に
ブラン ドを運営 している場合,そ のブラン ドは過小評価されてしまう」ことになる(テ レンス ・オ
リバー[1993]p.41)。また,ブ ラン ド価値をブラン ド開発に費やしたコス トに基づき算定 しよう
とした場合,結 果的にみた資 源の浪費や無駄による犠牲(=コ ス ト)があまり価値(=将 来の経済
的便益)の ないブラン ド資産 の価値に転化してしまうという矛盾がコス ト・アプローチの欠陥とな
っている(白 石[1997]p.63)。つまり,コス トの大きさはそこから生み出される価値の大 きさに
比例するとは言えない状況が存在 しているわけである。
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また,コ ス ト・ベースの適用を困難iにする理 由として交雑(cross-fertilization)とい う特徴が指
摘できる。たとえば,あ る開発プロジェク トは失敗に終 ったが,当 該失敗が新たな新薬の成功へ と
結びつ く場合があるが,そ の場合 コス ト ・ベースの測定は妥当性を有さないことになる(FASB
スペシャル レポー ト[2001]p.83)。さらに,コ ンピューター ・ソフ トウェアのような無形資産に
関 しては,バ ージョン1の ための開発 コー ドがバージ ョン5の 重要な構成要素になっているよう
な状況もあ り,原価に対す る効果 が複数世代に渡る無形資産(multigenerationintangibles)もみ
られる(ス ペシャルレポー ト[2001]p.83)。この場合,コ ス トの配分問題は複雑になるだろう。
これらの点を考慮すれば,無 形資産の コス トの算定は,有 形固定資産を自家建設した場合のように
単純にはいかないのである。
これら無形資産の有する特質から企業の経済的現実を忠実に貸借対照表において表示するために
は,コ ス ト・アプローチに よる測定には限界があるといえる。白石は,自 己創設ブラン ドの資産計
上を例にコス ト・アプローチの限界について述べている。それによれば,自 己創設ブラン ドの資産
性及び資産計上額 というのは,「ブラン ド開発活動からもたらされる(=産 出される)将来の経済
的便益」(価値)に 求めるべ きであ って,「ブラン ド開発活動に投入 した過去の支出額(=犠 牲額)」
(コス ト)に求めるべきでは ない と指摘する。た とえ伝統的な 「収益 ・費用観」(コス ト・アプロー
チ)の もとにあっても,成 功的な 自己創設ブラン ドについては,「ブラン ド開発活動からもた らさ
れる将来の経済的便益」(=資産性)を 積極的に評価 し,貸借対照表に計上すべきであると述べる
(白石[1997]p.136)。この指摘は無形資産の測定を考えるうえで非常に示唆に富むもの と思われ
る。
(2)複合測定アプローチ
コス ト・ベースの測定が無形資産に対 してはあま り適合的ではないことは先に示 した とお りであ
る。そのため,そ れに代わる何 らかの測定属性が選択されることになるが,い かなる測定属性が適
切かという議論の前に,会 計枠組みのなかで測定属性はどのように選択されているかについて検討
しよう。測定属性の選択は,会 計観 とも密接 なつなが りを有 している問題である。
いわゆる取得原価主義会計 によって特徴付 けられている現行の会計システムは,取 得原価 という
単一の測定属性によって統 制されていると捉えられる。原価一実現を基軸 とし配分計算を中心 とす
る会計理論は,PatonandLittletonによって確立されたわけであるが,そ の後会計の目的は大きな
転換を迎えることになった。すなわち,情 報利用者志向に立った会計観へとその方向 ・役割を変え
ることになったのである。その契機 となったのが,ASOBAT[1966]である。ASOBATの公表に
より,会計の目的は,利害関係者が意思決定 を行 う際に有用な情報を提供すること,すなわち会計
の情報提供機能が明確に打出されることとなったわけである。そこでは,損 益計算書重視から貸借
対照表重視へと財務諸表観 において も変化が生 じることとなった。ASOBAT公表以後,会 計は情
報提供機能の向上に向けてその内容の精緻化に努めてきたと言える。ASOBATは,情報利用者に
一100一
とって有用な情報を提供するために会計システムはいかにあるべきかを模索し,提 言を行 ってい
る。 そのなかの一つ として,取 得原価による単一的な測定 よりも時価を併用 した多元的な評価
(multiplevaluations)が情報提供のためにより有用である点に言及 している(ASOBAT[1966]p.
29,p.32)。取得原価は,検 証可能性があり偏向がない点で優れているが,意 思決定の際の予測情
報 としては有用性がな く,また現在の財政状態の健全性に関する情報 という点では欠点を有してい
るとしている。そのため,時 価 と取得原価を併用することで情報有用性を高める多元的な測定が提
示されている(ASOBAT[1966]p.32)。
会計の役割が情報提供機能に転換してきた とはいえ,現在においてもその根本においては取得原
価により会計システムが特徴付けられていることに異論はないであろう。 しかし,現在の貸借対照
表項 目をみれば,必 ずしも資産 ・負債のすべての項 目を単一的な測定尺度である取得原価によって
測定しているとは限らない点に留意すべきである。た とえば,金 融資産の測定属性は取得原価では
ない。金融資産については,組 織的で観察可能な市場が存在していることから市場価値(market
value)を使用 して測定されている。また,年 金会計や減損会計においては,将 来キャッシュ ・フ
ローの割引現在価値が用いられている。したがって,取 得原価主義会計の構造内においても測定尺
度は単一的ではなく,複数の測定尺度を利用しているかたち となっている。さらには,複数の測定
属性を選択することが当然のこととして推奨されているのである。いわば,複 合測定アプローチが
暗黙裡に採用されているのである。
このことは,資 産 ・負債の認識及び測定に関 して規定 しているFASBの概念フレームワーク第
5号からも明らかである。当該基準書においては,測 定属性 として取得原価以外にも,現 在原価
(currentcost),現在市場価値(currentmarketvalue),正味実現可能価額(netrealizablevalue),
将来キャッシュ ・フローの現在価値(presentvalueoffuturecashfiow)が示されており,そのう
ちのいくつかを複合的に利用する可能性が示されている(SFAC5,par.67)。それによれば,「歴
史的原価システム」による表現は,便 利であり,しかも主要な資産の種類(大 部分の棚卸資産,有
形固定資産および無形固定資産)に ついては,現行の会計実務を十分に描 き出すもの となっている
とされる。例えば,売 掛金および長期支払手形の原初入帳価額は,歴 史的交換価格による描写が最
も適していると考えられる。しかし,その他の多 くの種類の資産および負債一例えば,売 掛金,支
払手形および保証債務一についていえば,さ ほど現行の会計実務を描 き出しているとはいえないと
述べている(par.243)。また,発 見資産または受贈資産および未払所得税 または訴訟負債のよう
に,交換によらず取得される資産 もあれば,発 生する負債もある。このような場合には,歴 史的交
換価格は存在 しないので,他 の属性が用いられなければならないと述べている(par.69)。
このように,取 引価格による測定は,あ る面では非常に有効に機能 しているが,あ る面では不十
分であると言わさるを得ない。 よって,FASBは 「あらゆる種類の資産及び負債 に単一の属性を
用いさせるように,単一の属性を選択させ,か つ実務を急激に変えようとするものではな く,異な
る属性が引き続 き用い続けられるように提案 し,またFASBがどのような方法で特殊な状況にも
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適合する属性を選択するのかについて論 じるものである」 と述べ,複 合的な測定属性を用いるべ き
であることを提案 している(par.70)。
実物資産を中心 とする産業形態において取得原価は最も適合的な測定属性であり,多 くの項 目は
取得原価によってうまく認識されてきた。 しかし,FASBもその報告書のなかで指摘 していると
おり,取引額によらない内部発生的な資産 ・負債に対 して取得原価は測定属性として無力である。
この特徴は,外 部取得の無形資産の認識は可能であるが,内部創設の無形資産の認識ができないこ
とに如実に表れていると思われる。そのため,取得によらない資産 ・負債が存在する場合,当 該資
産 ・負債の性質に最も適 した測定属性が選択されるべきであると考える。それゆえ,測 定属性は必
ずしも単一であるべきではなく,複合的な測定アプローチが採用されるべきであると考えるのであ
る。
無形資産については,以下のようにコス トベースの測定属性以外にもい くつかの測定属性の選択
が考えられる。ここでは無形資産項 目の特質に合った測定属性の選択が適切な測定の鍵となる。次
の節では,イ ンカム ・アプローチの適用例をみていくことにしよう。
図表1無 形資産の分類と測定属性
無形資産 評 価 方 法
ソ フ ト ウ ェ ア コ ス ト ・アプ ロ ー チ
顧 客 関 係 コ ス ト ・アプ ロ ー チ
労 働 力 集 合 コ ス ト ・アプ ロ ー チ
非 競 争 契 約 イ ン カ ム ・ア プ ロー チ(DCF)
テ ク ノ ロ ジ ー インカム ・アプローチ(超過収益法)
研究開発資産 インカム ・アプローチ(超過収益法)
商 標 権 インカム ・アプローチ(ロ イヤリティ免除法)
【出 所 】MichaelJ.Mard,etal.[2002]pp.42-43から作 成 。
4.無 形資産の測定と公正価値
(1)インカム ・アプローチの適用例
割引現在価値の利用には,将来の事象を現時点に引き戻 して補足する という考え方があ り,主観
性 ・不確実性を制度会計に導入する度合いという点で,市 場で付された時価測定の導入以上に大 き
な改革であると捉えられる(岡 田[2001]p.24)。無形資産についていえば,イ ンカム ・アプロー
チによる測定手法がこれに該当する。インカム ・アプローチの具体的な適用例として研究開発資産
の公正価値の算定方法を示せば以下の とおりである。
研究開発資産 の測定方法 としては,イ ンカム ・アプ ローチの一種 である超過収益法(mul-
tiperiodexcessearningmethod)が利用されるケースがある。 この方法によれば,ま ず測定 日にお
いて研究開発中であるテクノロジーから生み出されるであろう売上高を見積 もることから開始され
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図表22001年12月3旧における研究開発資産の評価例
(単位:千 ㌦)
2002 2003 2004 2005 2006
テクノロジーによる売上高※1
売上原価
7,200
2,880
15,696
6,121
23,705
9,245
30,665
11,959
38,459
14,999
総利益 4,320 9,575 14,460 18,706 23,460
営業費※2
完成原価
減価償却費
1,440
300
323
2,982
0
1,023
4,504
0
1,052
5,826
0
974
7,307
0
906
営業費総額 2,063 4,005 5,556 6,801 8,213
税引前利益 2,257 5,570 8,904 11,905 15,247
税金 903 2,228 3,562 4,762 6,099
純利益 1,354 3,342 5,343 7,143 9,148
テクノロジーに関連 したその他のキャッシュ ・フロー
控除項 目
運 転 資 本 純 額$16,5005%
土 地 ・建 物$22,0007%
機 械 ・装 置$19,0008%
ソ フ トウ ェア$7,07018%
商 標 権$23,76016%
非 競 争 契 約$9,30016%
労 努 力 集 合$1,79016%
顧 客 名 簿$6,49018%
70
160
149
133
397
155
30
122
110
302
230
252
752
294
57
231
168
404
232
338
1,010
395
76
310
220
473
209
397
1,187
465
89
365
275
538
187
453
1,354
530
102
416
リターン合計額 1,216 2,228 2,932 3,405 3,855
税引後残余キャッシュ ・フロー
テクノロジーの残余割合※3
138
100%
1,114
85%
2,411
75%
3,738
60%
5,293
50%
超過キャッシュ ・フローの残余
現在価値要因25%
138
0.8944
947
0.7155
1808
0.5724
2243
0.4579
2647
0.3664
キ ャ ッシ ュ ・フ ロー の 現 在 価 値 124 677 1035 1027 970
2002-2006年現在価値合計 3,833
償却利益の計算
割引率
税率
償却期間
償却利益
25%
40%
15年
498
研究開発資産の公正価値 4,330
※1企業価値から既存のテクノロジーによる売上を控除した額
※2当該テクノロジーに関連 した将来の開発コス トの削減を反映するため開発費の10%を控除
※35年の期間を予測
【出所】Michaelet.al[2002]p.73の図を一部修正。
る(こ こでは2002年に当該開発は完了するもの と仮定している)。売上原価は,売 上高の40%とし
て予測し算定されており,当該テクノロジーの利用可能期間は5年 仮定 されている。そして,そ
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の効用は年々減少していくもの と予想され,使 用する係数により数値に反映されている。ここでは
割引率は25%と設定され,現 在開発中にあ り未だ確立 されていないテクノロジーの追加的な リス
クを考慮することになる。この計算により当該研究開発中のテクノロジーの公正価値,3,833,000
ドルが求まる。
研究開発資産については,現在その成功の不確実性を理由に発生時に費用化処理されているわけ
であるが,当 該費用を即時に費用化 した場合よりも資本化 した場合の方が市場は有意に反応すると
いう実証結果が示されている。すなわち,利害関係者に対する情報 として有用性が高い ということ
を示 している。LevandSougiannis[1996]は,研究開発費を資本化 した場合に修正される報告利
益及び簿価は,株 価に非常に有意に反応するという研究結果を示 し,資本化した方が投資者に対す
る目的適合性は高まると指摘している。また,研究開発費を費用化することにより企業内部者 と企
業外部者 との間に情報の偏 りが生じ,これがインサイダー取引をもたらす背景となっているとの指
摘 もある(AboodyandLev[2000])。それによれば,研 究開発費について十分な情報開示がなさ
れていないことにより,企業外部者に比べ,企 業内部者のインサイダー利益は,3～4倍にな って
いるとされる。
これらの実証結果によって示されているように研究開発資産の即時費用化処理は疑問視されてき
ている。そのため,情 報有用性を高める観点から何 らかの測定方法をもって当該支出を資本化する
必要性は高まっていくと思われる。現時点では,FASBは研究開発資産の会計処理の見直しに当
たりコス ト・アプローチの適用を提案 しているが2,上述した将来キャッシュ ・フローを利用 した
インカム ・アプローチの適用も予測要因の信頼性を含め今後検討される必要があると思われる。
② 公正価値による測定
FASBは,無形資産の会計における認識 ・測定全般 に関する問題点を扱 ったスペシャル レポー
トのなかでコス ト・ベースの測定の限界から,公正価値3を利用 した測定の可能性 を提示 している
(FASBスペシャル レポー ト[2001]p.88)。それによれば,無 形資産の測定に際 しての公正価値
の利用に関連する様々な動 きが示されている。たとえば,無 形資産の測定に対 してFASB概念書
第7号 「会計測定におけるキャッシュ ・フロー情報および現在価値の使用」を利用することが示
されている。また,現 在ではすべて発生時に費用処理されている仕掛中の研究開発資産の評価に関
する最良の方法について見直しが行われている状況にある。さらに,特許権やそれに類似する無形
2研 究 開 発 資 産 の 測 定 方 法 と してFASBは ,以 下 の よ うな報 告 方 法 を 検 討 して い る(FASB[2004,b]p.2)。
a.研 究 資 産 の 成 功,失 敗 に 関係 な く当期 の支 出額 を 開示 す る方 法(expenditureincurrentyear)
b.成 功 した 研 究 開 発 資産 を プ ロ フ ォー マ 情報 と して 開示 す る方 法(proformasuccessfuleffortsaccounting)
c.成 功 した 研 究 開 発 費 を遡 及 的 に プ ロ フ ォー マ 会 計 と して 開 示 す る方 法(proformaretroactiveeHbrtsac-
counting)
3こ こで 公 正 価 値 とは ,独 立 した 当 事 者 間 に よ る競 売 また は 清 算 に よ る処 分 以 外 の 現 在 の 取 引 に お い て,資 産
(また は 負 債)の 購 入(ま た は負 担)ま た は売 却(ま た は弁 済)を 行 な う場 合 の そ の 価額 を い う。
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資産項 目に関 する測定技術の開発に取組み始めているとされる。 これらの状況を考慮 し,FASB
は公正価値の利用 を前向きに検討する姿勢を示 しており,評価市場が発達すれば無形資産の測定の
信頼性 に関す る問題は減少するであろうとの見解を示 している点は大変興味深い。これまで,公 正
価値は測定属 性の一つとして示されながらも取得原価に基づ く会計枠組みのなかで部分的に利用さ
れてきているに過 ぎない。しかし,情報有用性を高める観点から,公正価値の利用についての関心
が高ま りつつある。企業の経済的実態を示す報告書 として貸借対照表が捉えられることを受け,測
定属性 としての公正価値の利用が積極的に検討されるようになってきたのである。
公正価値会 計の導入に向けての検討は,最近のFASB及びIASB,そして両者の共同プロジェク
トとしての取 組みに表れている。具体的には,2002年頃からFASBは,「収益認識プロジェクト」
や 「公正価値 測定」などのプロジェクトに着手 し,IASBでは 「包括利益報告プロジェク ト」に対
する取組みがみられる。
2004年6月にFASBから公表 された公開草案 「公正価値測定」(ExposureDraft,Proposed
StatementofFinancialAccountingStandards,FairValueMeasurement,以下,EDと 呼ぶ)は,
公正価値の利 用に関する統一的な指針を示すことを目的 として公表されている。そこでは,あ くま
で現行上,資 産 ・負債が公正価値で評価されているものに対象を限定 し,対象を広げるものではな
いとした うえで,財 務報告において使用される公正価値の段階を示している(図 表3)。これは,
企業が公正価値を見積る場合,最 も高いレベルの公正価値を利用することを求めたものであ り,公
正価値 の利用 に関する指針を示すもの となっている(ED,paras.14-24)。
公正価値の利用に向けての新たな一連のプロジェクトの特徴は,財 務諸表項 目を公正価値で評価
することを念頭におき,伝統的な収益認識規準である実現主義から発生主義をペースとする新しい
収益認識規準 へと収益認識規準を転換すること,そ して包括利益計算書により統一的な業績報告様
式の採 用する ことにあるとされる(広 瀬[2004]p.23)。これらのプロジェク トから,FASB及び
IASBが資産 負債アプローチの観点から金融資産はもとより事業用資産まで公正価値で評価する会
計システムを構築 しようとしていることを窺い知 ることができる。
現在の会計構造において,資産負債アプローチの視点は非常に重要になっている。このような視
点の重要性が高まった背景には,産業構造の変化がある。従来の機械 ・設備 ・商 ・製品 といった有
形財に焦点を おいたプロダク ト型会計理論によれば,原 材料めインプ ットを集合させ,イ ンプット
図表3公 正価値の段階
レベル1 活発な市場における同一資産または負債の相場価格に基づいて算定する。
レベル2 活発な市場が存在しない場合,類 似資産または負債の相場価格に基づき,相違点についての適切な調整 を加えて算定する。相違点に関する価格の影響は,客 観的に決められなければならない。
レベル3
レベル1及 びレベル2を 利用できない場合,あ るいは類似資産または負債についての調整の影
響 が客観的に決定できない場合,マ ーケット・アプローチ,イ ンカム ・アプローチ及びコス ト・
ア プローチにあった複数の評価技法を使用して公正価値を見積 らなければな らない。レベル3
では,評 価技法及びインプ ットの選択及び適用に関 して判断が要求される。複数の評価方法が利
用 される場合,イ ンプットの適切性及び信頼性を検討の上,決 定される。
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(売上原価)と アウ トプット(売上高)と の対応に よる取引アプローチによる。そ こでは,イ ンプ
ットの評価基準 として原価を採 り,アウ トプ ットの認識ルール として実現を採るので,プ ロダクト
型会計理論の体系は,原価 ・実現原則を基軸 とす る収益費用パラダイムとして特徴づけることがで
きる(古賀[2000]pp.19-20)。それに対 してブラン ド等の無形財の評価は,基本的にはそのイン
プットの歴史的支出額の集計ではな く,そのアウ トプ ットとしてのバ リューに焦点をおくものでな
ければならない。このようなアウ トプットのバ リューは将来キャッシュ ・フローの前取 りによるス
トック指向のアプローチであり,ナ レッジ型会計理論の体系は,ス トックのバリュー計算を基軸 と
する資産負債の評価アプローチないし資産負債パ ラダイムをなす(古 賀[2002]pp.12-14)。この
指摘は,今後無形資産の測定を検討 してい くうえで核心をつ くものとなっているように思われる。
(3)公正価値と包括利益概念
ス トックである資産 ・負債における測定属性の多様化にともない,フ ローである利益概念にも同
然影響が及ぶことになる。従来の取得原価に基づ く測定によれば,利 益は実現主義によって認識さ
れ貨幣的裏付けのない未実現利益は排除されてきた。 しかし,資産 ・負債を重視するス トック中心
観によれば,こ の構図は崩れることになる。その他有価証券の評価差額や為替換算調整勘定などを
資本直入することにより,損益計算書を経 由するこ とな く直接的に資本を増加させる項 目が増大
し,い わゆるクリーン ・サーブラス関係 が崩れ る ことになった。 このような状況か ら包括利益
(comprehensiveincome)カ～導入されることとなったわけである。 、
ここで包括利益 とは,「所有主 との取引以外を源泉 とした,取 引その他の事象及び状況か ら生 じ
る1期 間中に生じた営利企業の持分の変動 」(SFAC6,par.70)と定義されている。すわなち,資
本取引によらない1期 間の持分(純 資産)の 変動 として捉え られる。
包括利益の報告様式をめぐっては諸外国か らすでに規定が公表 されている。米国では財務会計基
準書第130号「包括利益の報告」(1997)が公表 され,英 国においては財務報告基準書第3号 「財
務業績の報告」(1992)が公表されている。また,IASCからは国際財務報告基準書第1号 「財務
諸表の表示」(1997)が公表されている。 さらに,G4+1からポジシ ョン ・ペーパー 「財務業績の
報告」(1999)が公表 されており,業績報告 をめ ぐる活発な動 きがみて とれる。
包括利益 と従来の利益概念 との関係をどの ように考えてい くかに関 しては,①包括利益計算の中
で,実 現利益(実 現可能概念の場合も含む)を その他 と区分することにより,包括利益概念を実現
利益概念 と併存させていく考え方,② 実現利益を解消 して,包 括利益概念を中心 としてい く考え方
に分けられる(荻原[2001]p.26)。① と② の区別は リサイクリングの有無による。 リサイクリン
グとは,そ の他の包括利益 として報告された損益 がその後において実現利益 となった時点で,そ れ
を当期純利益に反映させることをいう。①の考え方によれば リサイクリングが行なわれ,主 に米国
においてみられる方式である。一方,② によれば,リ サイクリングは行わず,い ったん包括利益 と
して認識されたものは再び業績 として認識 されるこ とはない。 これは英国やG4+1においてみ ら
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れる方式である。実現利益が従来の収益 ・費用アプローチに対応する概念であるとすれば,包 括利
益概念は,そ の定義からも明 らかなように資産 ・負債アプローチに対応した業績報告の方式である
と捉えることができる。
このように包括利益が導入された背景には,その他の包括利益 として扱 うべき項 目が今後さらに
増加することを予想しての処理であるとされる。たとえば,貸借対照表上の実態開示(自 己創設ブ
ラン ドなど)の時価評価,退 職給付における数理計算上の差異の即時認識強制などが採用される一
方で,それらが損益計算書か らは除外されるというような展開が想定 される(荻原[2001]p.25)。
包括利益概念の導入は,資 産負債アプローチの観点から利益概念を整理する試みと捉えられるで
あろう。それゆえ,今 後も情報提供機能の一層の進展を目指 し貸借対照表の透明性を高めてい く動
きを援護するものとなると考える。資産負債アプローチに立脚 し,貸借対照表を重視する傾向が強
まるなか,そ れに対応したフロー概念のあるべ きかたちの模索が求められている。そして,今 後ま
すます注目されるであろう無形資産の認識 ・測定の問題について検討するうえでも,包括利益の導
入は意義を有するもの と考えるのである。
5.む す び
現在の会計は,一 般に取得原価モデル と言われるように,取 引価額に基づき認識 ・測定されてい
る。そのため,取 引価額が存在しない内部創設無形資産の認識を適切に行うことはできず,外 部取
得無形資産 と非整合的な処理になっている。また,無 形資産については,完 全に支配で きないこ
と,また市場が存在 しないことにより多 くの項 目が未認識になっているという問題がある。情報有
用性の観点からこれら未認識の無形資産を認識 していくためには,認識要件の見直しが必要である
と思われる。
無形資産については測定もまた難しい問題 となっている。無形資産については,コ ス ト・アプロ
ーチ とインカム ・アプローチの適用が多 くみられる。コス ト・アプローチは,犠牲にした価額をも
って測定値 とすることか ら取得原価主義 と整合的な方法である。 しかし,無形資産の特質を考えれ
ば,コ ス ト・ベースの測定が必ず しも有用 とは限 らない。無形資産については,当 該資産を創出す
るためにかかったコス トとそこか らもたらされる価値 との間には乖離が生じるからである。だ とす
れば,将来 もたらされるキャッシ ュ ・フローを見積 もり現在価値に割引 くインカム ・アプローチが
有用であると考える。
測定属性についてみれば,現 在の会計システムが取得原価主義 といわれるように,多 くの項目は
取得原価によって測定されている。しかし,一部の財務諸表項 目については割引現在価値を利用す
る傾向もみられるようにな り,取得原価以外の測定属性の導入がみられる。財務諸表の情報提供機
能を高める上では,単一の測定属性によるばかりでなく,多元的な測定属性を用いることが必要で
あると言える。無形資産の測定に関して言えば,イ ンカム ・アプローチもしくはマーケット・アプ
ローチによる測定を認め財務諸表に計上することが検討されなければならない。
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このように貸借対照表の情報提供機能を重視する資産負債アプローチの立場か ら測定属性の選択
の幅が広がることにより,フロー概念である利益も従来の実現利益から包括利益へ と変質が求め ら
れることになった。FASBやIASBでは,現 在,公正価値会計の導入の検討に取組んでおり,発生
主義による収益の認識 と包括利益概念の導入を念頭に会計システムの再構築が検討されている。原
価一実現概念においてはオフバランス化されている無形資産の問題に対し,新たな公正価値会計の
導入は,今後のオンバランス化を考 えてい くうえでの重要な示唆を含んだものとなっている。
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